
566日獣会誌　69　566～567（2016）

最初に日本獣医師会と会員獣医
師の皆さまに，獣医公衆衛生行政
へのご理解，ご協力に感謝すると
ともに，全国の公衆衛生獣医師の
皆さまが食肉をはじめとした食品
の安全対策，人と動物の共通感染
症対策，動物の愛護管理などの幅
広い分野で日々，職務に専念さ

れ，大きな成果が得られていることに敬意を表します．
最初にご存じない方も多いかと思うので，厚生労働省
での公衆衛生獣医師の配置状況について簡単にご紹介す
る．厚生労働省では獣医学教育の6年制への移行を機に，
昭和 59 年から獣医系技術職員採用試験（国家公務員採
用Ⅰ種試験相当）を開始し，以来 70 名以上の獣医師を
採用してきた．厚生労働本省をはじめ，内閣府，農林水
産省，環境省などの関係省庁，海外の日本大使館やWHO

などの国際機関，地方厚生局や検疫所などの外部部局，
地方自治体などへの出向もあり，活躍の場が広がってい
る．また，省内では法律，医学，薬学のほか，食品衛生
監視員の区分で採用している食品工学，畜産学，農学，
水産学，栄養学などさまざまな分野の職員と協働して仕
事を進め，省外では，国民はもとより，他省庁，地方自治
体，関係団体，事業者，さらには外国政府や国際機関と
連携し，情報を共有して取り組む分野であり，多くのス
テークホルダーと交流，調整しながら施策を進めている．
さて，日本は国民が消費する食料の半分を輸入に依存
する食料輸入大国である一方，国内では高齢化，人口減
少が進展し，国内市場の縮小が進んでいる．政府では持
続可能な食料の生産，製造・加工，流通などのシステム
の構築に取り組むとともに，海外市場を視野に入れた国
際交流や協力をさらに進めることが必要となっている．
このように，国内外のヒト，モノの流れやシステムの変
化が進展する中で，食品や感染症のリスクマネジメント
はきわめて重要な行政課題である．
食品安全分野では，環太平洋パートナーシップ協定

（TPP），食中毒対策，輸入食品対策，牛海綿状脳症
（BSE）対策，放射性物質対策など，さまざまな課題に
獣医学をはじめとした各般の科学的知見，国際基準など
に基づき，関係行政機関と連携しながら取り組んでき

た．食の安全は国民の一大関心事であり，国民の健康の
保護を図ることが最も重要との考え方のもと，規制一辺
倒ではなく，社会経済の発展に資する中長期的な視点を
もって，課題の解決に取り組まなければならない．なお，
昨年大筋合意された TPP協定の発効には不透明な面も
あるが，TPPにかかわらず，食品流通のグローバル化，
ボーダーレス化はさらに進展し，日本と海外の経済ネッ
トワークがさらに強化されることを念頭に，食品安全行
政もいっそうの国際化を推進する必要がある．
本稿では，現在最も優先して取り組んでいる HACCP

の義務化，食中毒対策，輸入食品対策の現状と課題をご
紹介する．また，過去に重要課題として取り組んできた
施策については現在のリスクに応じて対応を見直し，そ
のリソースを新たな課題の対応に振り分けていく必要が
ある．そうした観点から BSE対策や放射性物質対策の
見直しについても触れたいと思う．
食品の衛生管理手法の国際標準である HACCPによ
る食品衛生管理については，有効性が高く，諸外国では
着実に導入，制度化が図られている．米国では 1997 年
以降，食肉，食鳥肉，水産食品，ジュースに義務化，本
年からは一般食品について危害要因分析とリスクに基づ
く予防管理措置を含む食品安全計画の策定と実施を義務
づけた．また，EUでは 2006 年から一次生産を除く食
品産業全般に導入を義務づけた．国際基準レベルの安全
対策が講じられた食品を国民に提供することは，政府や
事業者の責務であり，わが国においても HACCP導入
に向けて積極的な施策を講じ，体制の整備を進めていく
必要がある．厚生労働省では，過去 20 年間にわたって，
HACCPの食品事業者への普及に取り組んできたが，本
年 3 月から「食品衛生管理の国際標準化に関する検討
会」を開催し，食品衛生法，と畜場法及び食鳥検査法に
基づく HACCPの義務化のロードマップについて，年
末までに取りまとめることとしている．本検討会では，
欧米で義務化されている食品，業種を中心に，十分な準
備期間を確保して国産，輸入の双方の食品に HACCP

導入を図ること，事業者団体の意見を聞きながら，導入
が難しい業種や小規模，零細事業者には，危害要因分析
の簡略化に加え，モニタリングの手法や記録，検証を簡
素化し，現場での導入に重点を置いた HACCPの考え
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が最も重要である．前述の HACCPの義務化を通じて
輸出国に対してHACCPにより管理された食品の輸出を
求めるなど，輸出国における安全対策のさらなる推進が
今後の課題と考えている．

BSE対策，放射性物質対策についてはいずれも関係
者の努力等により，そのリスクは大きく低下しており，
現状のリスクに応じた検査体制に見直していく必要があ
る分野である．

BSE対策については，食品安全委員会の評価結果を
ふまえ，平成 25 年に，と畜場における健康と畜牛の検
査対象月齢，特定危険部位（SRM）の範囲及び輸入措
置について見直しを行った．飼料規制により国内外にお
ける BSEのリスクは引き続き低下しており，かつて
BSEが多発した EUでは，健康と畜牛の検査を廃止す
る国が増えるとともに，国際獣疫事務局（OIE）のス
テータスが「無視できるリスク」の国ではSRMの範囲を
縮小するなど，対策の見直しが進んでいる．こうした国
際的な状況をふまえながら，科学的知見に基づき現在の
BSEリスクに応じた対策となるよう見直しを進めてい
る．昨年 12 月に，と畜場における健康牛の BSEスク
リーニング検査の廃止，せき柱などの SRMからの除
外を食品安全委員会に諮問したところ，本年 8月末に，
健康牛の BSEスクリーニング検査の廃止を可能とする
答申があった．今後は，消費者，関係事業者，地方自治
体等の意見を聞きながら，健康牛の BSEスクリーニン
グ検査の廃止に向けた手続きを進めることとしている．
食品中の放射性物質対策については，政府の原子力災
害対策本部が決定したガイドラインに従って，地方自治
体が計画的にモニタリング検査を実施し，検査結果は厚
生労働省で取りまとめ，公表している．東京電力㈱福島
第一原子力発電所事故から 5年が経過した現在，基準
値を超える放射性物質が検出される食品は野生鳥獣肉，
野生きのこ，山菜などに限定され，栽培作物や牛肉では
ほとんど汚染がみられなくなっている．しかしながら，
関係自治体では流通業界の要請等から国のガイドライン
で求める水準をはるかに超える規模の検査を継続してお
り，農林水産省等関係府省と連携して，平成 28 年度に
新たな検査体制の方向性及びその導入時期を，関係者の
意向を把握しながら検討することとしている．
以上，雑ぱくであったが，おもな食品安全行政の課題へ
の対応の方向性について所感を述べさせていただいた．
食品安全に係る施策はいずれも，現場の皆さまの取組み
によって実現し，成果が示されることで，国民の信頼が
深まるため，引き続き現場での実行性や国民の理解の推
進に重点を置いて施策を進めることが重要と考えている．
今後とも，よりいっそうの食品安全の推進のため，日
本獣医師会及び会員獣医師の皆さま方のご理解とご協
力をお願い申し上げます．

方を取り入れた仕組みとすることなどを議論している．
また，検討会と並行して中小事業者の HACCP導入を
支援するため，業種別手引書を策定するとともに，都道
府県の中小事業者への HACCP導入支援の事例を全国
に紹介する地域連携 HACCP導入実証事業を実施して
いる．さらに，現場で HACCPの導入支援や検証を担
当する地方自治体の食品衛生監視員の指導者に対する研
修も引き続き実施していくこととしている．
食中毒対策については，近年，サルモネラ等による細
菌性食中毒は，現場の関係者のご努力により，着実に減
少しているが，一方でカンピロバクター対策の推進が現
在の課題となっている．本年もイベントで提供された加
熱不十分な鶏肉を原因とした大規模事件を含め，食中毒
事件が多発しており，保健所を通じて飲食店における加
熱不十分な鶏肉の提供を控えるよう，監視指導を強化し
ている．また，食鳥処理場における鶏肉のカンピロバク
ターの汚染の低減が重要課題であるが，従来から提案さ
れているカンピロバクターの非汚染農場から優先的に食
鳥処理場での処理を行うことは現場では実行が難しい．
このため，食鳥処理工程をできるだけ変えない，有効性
の高い対策の導入が必要となる．そこで，食鳥処理工程
での汚染が不可避であることを前提とし，HACCP導入
とあわせて，近年諸外国からの要請で食品添加物に新規
指定されている殺菌剤の活用を試みており，今年度は主
要な生産県の食鳥処理場で効果の実証事業を行ってい
る．今後はこの実証事業の結果に基づき，食鳥処理場に
おけるカンピロバクター汚染の低減策の導入を進めるこ
ととしている．一方，ウイルス性食中毒，特にノロウイ
ルス食中毒の予防対策には決定的なものがなく，従事者
のきめ細かい健康管理，食品の確実な加熱，機械器具や
施設設備の消毒をはじめとした一般衛生管理を地道に積
み上げることが求められる．現在，厚生労働科学研究で
ノロウイルス食中毒事件の詳細を解析し，食中毒調査の
精度の向上，予防対策の効果の検証等を進めている．ノ
ロウイルス食中毒が多発する冬までに得られた知見を現
場にフィードバックできればと考えている．
輸入食品の安全性確保については，厚生労働省では従
来より最重要課題の一つと位置づけ，検疫所の食品衛生
監視員の増員，検査センターの機能強化を推進し，監視
指導計画に基づく監視指導を実施するとともに，二国間
協議を通じた輸出国における安全対策の推進を図ってき
た．今後も TPP協定による食品の輸入増加の可能性を
ふまえ，輸入食品監視指導計画に基づき，検疫所におい
て適切な監視指導や検査体制の強化を図るとともに，二
国間協議を通じた輸出国における安全対策を，よりいっ
そう推進する必要がある．輸入時の水際でのサンプリン
グ検査では，予算，人員，パフォーマンスに限界があり，
輸出国における生産，製造，加工段階の安全対策の確保


